
 

                                                                                

岐阜県警察訓令第１８号 

                                  各所属長 

  岐阜県古物営業法等取扱規程を次のように定める。 

    平成１７年３月３１日 

                                                岐阜県警察本部長  笠原 孝志 

      岐阜県古物営業法等取扱規程 

  岐阜県古物営業法等取扱規程（平成８年岐阜県警察訓令第１０号）の全部を改正する。 

 （総則）                                                 

第１条  この規程は、古物営業法（昭和２４年法律第１０８号。以下「法」という。）、 

古物営業法施行令（平成７年政令第３２６号）及び古物営業法施行規則（平成７年国家 

公安委員会規則第１０号。以下「規則」という。）の規定に基づく事務処理について定 

めることを目的とする。 

  （申請書等の受理） 

第２条  警察署長（以下「署長」という。）は、法及び規則の規定による許可の申請、営

業開始の届出、認定の申請、許可証の再交付申請及び書換えの申請並びに変更の届出等

に係る提出書類（以下「申請書等」という。）の受理に際しては、法及び規則に規定す

る添付書類の有無及びその記載内容を確認の上、受理するものとする。 

２  申請書等のうち正副２通の提出を必要とするものを受理した場合は、速やかに記載欄

に必要事項を記入の上、副本（古物競りあっせん業者及び外国古物競りあっせん業者の

認定申請の場合は正本）を警察本部生活安全総務課（以下「生活安全総務課」という。）

へ送付するものとする。 

  （古物営業の許可） 

第３条  署長は、法第５条第１項に規定する古物商（古物市場主）許可申請書（以下「許

可申請書」という。）を受理したときは、古物営業の許可申請に対する検討票（別記様

式第１号）に基づき次の各号に掲げる事項を調査又は審査し、支障がないと認めた場合

は、許可するものとする。 

  (1) 許可申請書及び関係書類の内容 

  (2) 規則第１条第３項第１号から第３号までに規定する添付書類の作成時期 

  (3) 法第４条各号の基準 

  (4) 規則第２条に規定する古物の区分の適合性 

  (5) その他処理に必要な事項 

２  営業所又は古物市場（以下「営業所等」という。）が他の警察署管内にも所在する場

合は、当該許可申請書の写しを当該営業所等を管轄する署長に送付するものとする。 

  （許可証の作成） 

第４条  署長は、前条の規定により古物営業の許可をした場合は、次の各号に掲げるとこ

ろにより規則第３条に規定する許可証（古物商許可証又は古物市場主許可証をいう。以

下同じ。）を作成して交付するものとする。 

(1) 許可証及び許可申請書には、警察署別に一連の許可番号を付し、営業の廃止、許可



の取消し等により生じた欠番は、他に充てないこと。 

 (2) 許可証は、当該許可申請書と契印すること。 

  （許可上疑義あるものの取扱い） 

第５条  署長は、許可申請に対する調査又は審査の際、当該申請について許可することに

疑義がある場合は、疑義ある事項及び理由並びに許否決定に関して必要と認める意見を

生活安全総務課に報告するものとする。 

２  前項の申請に対して不許可とする決定をした場合は、速やかに申請者に不許可通知書

（別記様式第２号）を交付し、受領書（別記様式第３号）を徴するものとする。 

  （変更の届出） 

第６条  署長は、古物商又は古物市場主（以下「古物商等」という。）から法第５条第１

項各号に規定する事項に係る変更届出書を受理した場合は、次の各号に掲げる事項を調

査するものとする。 

(1) 変更届出書の提出先の適否 

(2) 変更届出書及び関係書類の内容 

(3) 変更理由 

(4) 法人の代表者又は役員の変更の場合は、法第４条第８号に該当の有無 

(5) 管理者の変更の場合は、法第１３条第２項に該当の有無 

２  規則第４条第２項に規定する経由警察署長（以下「経由署長」という。）は、法第５

条第１項第１号に掲げる事項の変更届出書を受理した場合は、その写しを他の警察署管

内に所在する営業所等を管轄する全ての署長に送付するものとする。 

３  経由署長は、法第５条第１項第２号から第４号までに掲げる事項の変更届出書を受理

した場合で、当該変更事項が他の警察署管内に所在する営業所等に係るときは、その写

しを当該署長に送付するものとする。 

４  前項の変更届出書を当該変更に係る営業所等を管轄する署長が受理した場合は、変更

届出書の写しを経由署長に送付するものとする。 

５  法第７条第２項の規定により、２以上の公安委員会の管轄区域内に営業所等を有する

古物商等から、法第５条第１項第１号又は第７号に規定する事項の変更届出書を受理し

た場合は、変更届出書の副本に規則第５条第４項第３号に規定する許可公安委員会一覧

表の写しを添付し、生活安全総務課へ送付するものとする。 

６  規則第９条に規定する経由署長の変更届を受理した場合は、変更届出書の写し及び経

由警察署長変更届出書の写し並びに次条に定める営業者許可台帳を新たな経由署長に送

付し、変更届出書の写し及び経由警察署長変更届出書の写しを次条に定める管内営業所

台帳を保管する全ての署長に送付するものとする。 

  （営業者許可台帳等の保管） 

第７条  署長は、生活安全総務課から営業者許可台帳（別記様式第４号）又は管内営業所

台帳（別記様式第５号）の送付を受けた場合は、許可申請書又はその写しにより未記載

箇所を記載し、保管するものとする。 

２  前条による変更の届出を受理した場合又は変更届出書の写しの送付を受けた場合は、

営業者許可台帳又は管内営業所台帳を訂正し、異動事項欄に届出年月日及びその旨を記

載するものとする。 



  （許可証の記載事項の訂正） 

第８条  署長は、法第７条第４項に規定する許可証の書換申請書を受理し、許可証の記載

事項を訂正した場合は、訂正箇所に公安委員会小印を押印し、異動事項欄に必要事項を

記入するものとする。 

２  許可証の記載事項を訂正する場合で、訂正することにより記載内容が不明確となると

認められるとき又は許可証の異動事項欄にそれ以上記載することができなくなったとき

は、新たな許可証を作成して交付するものとする。この場合において、新たに交付する

許可証の交付年月日欄には、旧許可証の交付年月日を記載するものとする。 

  （許可証の再交付） 

第９条  署長は、法第５条第４項に規定する許可証の再交付申請書を受理した場合は、そ

の事実を確認し、必要があると認めたときは、許可証の交付年月日欄に現実に再交付す

る年月日を記入し、交付年月日欄の左側に再交付である旨を朱書して交付するものとす

る。 

  （許可証返納の処理） 

第10条  署長は、法第８条第１項各号又は同条第３項各号に規定する許可証の返納を受理

した場合は、返納された許可証を廃棄し、営業者許可台帳の異動事項欄に返納年月日及

び理由を記載するとともに、管内営業所台帳を保管する全ての署長に返納理由書の写し

を送付するものとする。 

２  前項の送付を受けた署長は、管内営業所台帳の異動事項欄に返納年月日及び理由を記

載するものとする。 

  （競り売りの届出） 

第11条  署長は、法第10条に規定する競り売り届出書を受理した場合は、古物商による届

出であるか、届出書の記載事項に誤りがないかを確認し、当該届出書を競り売りが終了

するまでの間保管するものとする。 

 （古物競りあっせん業の届出） 

第12条 署長は、法第10条の２第１項に規定する古物競りあっせん業者営業開始届出書（以

下「競りあっせん業開始届」という。）、法第10条の２第２項に規定する変更届出書（以

下「競りあっせん業変更届」という。）及び廃止届出書（以下「競りあっせん業廃止届」

という。）を受理した場合は、次の各号に掲げる事項を調査するものとする。 

(1) 競りあっせん業開始届、競りあっせん業変更届及び競りあっせん業廃止届の提出先

の適否 

(2) 競りあっせん業開始届、競りあっせん業変更届、競りあっせん業廃止届及び関係書

類の内容 

(3) その他処理に必要な事項                                                     

 （古物競りあっせん業届出台帳の保管）                                          

第13条 署長は、競りあっせん業開始届を受理した場合は、正本を古物競りあっせん業届

出台帳として保管するものとする。 

２ 署長は、競りあっせん業変更届及び競りあっせん業廃止届を受理した場合は、正本を

古物競りあっせん業届出台帳の当該競りあっせん業開始届に添付し、保管するものとす

る。 



  （保管命令） 

第14条  署長は、法第21条に規定する古物の保管を命じた場合は、保管命令書（別記様式

第６号）を交付し、受領書を徴するものとする。 

 （認定の申請）                                                                

第15条 署長は、法第21条の５第１項又は法第21条の６第１項に規定する認定申請書を受

理した場合は、次の各号に掲げる事項を確認の上、速やかに正本を生活安全総務課へ送

付するものとする。 

  (1) 認定申請書の提出先の適否 

  (2) 認定申請書及び関係書類の内容 

  (3) 規則第19条の５に掲げる認定の申請の欠格事由 

  (4) 規則第19条の６に掲げる盗品等の売買の防止等に資する方法の基準 

  (5) その他処理に必要な事項 

２ 生活安全総務課は、前項各号に掲げる事項を調査又は審査の上、認定した場合は認定

通知書（別記様式第７号）、認定しないことを決定した場合は不認定通知書（別記様式

第８号）を速やかに作成し、当該認定申請書を受理した警察署長へ送付するものとする。 

３ 署長は、認定通知書又は不認定通知書を受理した場合は、速やかに申請者に対して交

付し、不認定通知書の場合は受領書を徴するものとする。 

 （変更及び廃止の届出）                                                         

第16条 署長は、認定業者から規則第19条の９第１項、同条第２項、規則第19条の13第１

項各号に規定する変更の届出（以下「認定変更届」という。）又は廃止の届出（以下「認

定廃止届」という。）を受理した場合は、次の各号に掲げる事項を調査又は審査するも

のとする。 

  (1) 認定変更届又は認定廃止届の提出先の適否 

  (2) 認定変更届、認定廃止届及び関係書類の内容 

  (3) 法人の代表者又は役員の変更の場合は、規則第19条の５第６項に該当の有無 

  (4) 規則第19条の４第４項第３号に掲げる書類の記載事項の変更の場合は、その内容 

 （古物競りあっせん業者認定台帳の保管）                                        

第17条 署長は、第15条第２項に規定する認定通知書の送付を受けた場合は、認定通知書

の写し及び当該認定申請書の副本を古物競りあっせん業者認定台帳として保管するもの

とする。 

２ 署長は、認定変更届又は認定廃止届を受理した場合は、古物競りあっせん業者認定台

帳の当該認定申請書に添付し、保管するものとする。 

  （立入り及び調査） 

第18条  法第22条第１項に規定する立入り等は、古物取引市場に盗品等が流入していない

かどうかを見極めるとともに、古物商等の実態を把握し、法第３章に定める古物商等の

遵守事項が遵守されているかどうかを調査するものである。 

  （指示） 

第19条  署長は、法第23条に規定する指示をする場合は、生活安全総務課に報告した後、

指示書（別記様式第９号）によりこれを行い、指示書を交付したときは、受領書を徴す

るものとする。 



２  署長は、自らが経由署長となっていない古物商等に対して指示の必要があると認めた

場合は、処分事由通報書（別記様式第10号）に関係記録の謄本又は抄本を添えて、遅滞

なく当該古物商等の経由署長に通報しなければならない。 

３  前項の通報を受けた経由署長は、当該事案について指示の必要があると認めた場合は、

第１項の規定を準用するものとする。 

  （行政処分の上申） 

第20条  署長は、法第６条又は法第24条に規定する古物商等の許可の取消し及び営業の停

止（以下「取消し等」という。）が必要と認めた場合は、行政処分上申書（別記様式第1

1号）に関係記録の謄本又は抄本を添えて、遅滞なく岐阜県公安委員会に上申しなければ

ならない。この場合において、２以上の営業所等を有する古物商等の法令違反行為が一

部の営業所等のみに係るとき、又は、複数の区分に係る古物を取り扱う古物商等の法令

違反行為が一部の古物の区分のみに係るときは、それぞれ当該一部の営業を対象として

営業停止の上申を行うことができるものとする。 

２  署長は、自らが経由署長となっていない古物商等に対して許可の取消し等の必要があ

ると認めた場合は、処分事由通報書に関係記録の謄本又は抄本を添えて、遅滞なく当該

古物商等の経由署長に通報しなければならない。 

３  前項の通報を受けた経由署長は、当該事案について許可の取消し等の必要があると認

めた場合は、第１項の規定を準用するものとする。 

４ 署長は、規則第19条の10第１項又は規則第19条の14第１項に規定する認定の取消しが

必要と認めた場合は、行政処分上申書に関係記録の謄本又は抄本を添えて、遅滞なく岐

阜県公安委員会に上申しなければならない。 

  （聴聞等の通知） 

第21条  署長は、聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則（平成６年国家公安委員会規則

第26号）に規定する聴聞通知書及び送達書（別記様式第12号）を受けた場合は、速やか

に被聴聞者に当該通知書を交付し、受領書を徴するものとする。 

２  署長は、法第６条又は法第24条に規定する許可の取消しを命ずる許可取消処分通知書

（別記様式第13号）及び送達書を受けた場合又は法第24条に規定する古物営業の全部又

は一部の停止を命ずる営業停止命令書（別記様式第14号）及び送達書を受けた場合は、

速やかに被処分者に当該通知（命令）書を交付し、受領書を徴するものとする。 

３  署長は、法第13条第４項に規定する管理者の解任を勧告する解任勧告書（別記様式第1

5号）及び送達書を受けた場合は、速やかに被勧告者に当該勧告書を交付し、受領書を徴

するものとする。 

４ 署長は、規則第19条の10第１項又は規則第19条の14第１項に規定する認定の取消しを

通知する認定取消処分通知書（別記様式第16号）を受けた場合は、速やかに被処分者に

当該通知書を交付し、受領書を徴するものとする。 

  （行政処分結果の処理） 

第22条  署長は、前条第２項に規定する許可取消処分通知書又は営業停止命令書を交付し

た場合は、当該古物商等の営業許可台帳の行政処分欄に交付年月日及び処分内容を記載

するものとする。 

２ 署長は、前条第４項に規定する認定取消処分通知書を受けた場合は、古物競りあっせ



ん業者認定台帳に認定取消し年月日及びその理由を記載した書面を添付するものとする。 

  （行商従業者証等の様式の承認申請の取扱い） 

第23条  署長は、行商従業者証等の様式の承認に関する規程（平成７年国家公安委員会告

示第７号）第２条に規定する承認の申請を受けた場合は、生活安全総務課へ通報し、指

示を受けるものとする。 

      附  則 

 この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成28年３月29日付け岐阜県警察訓令第11号） 

 この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

 

【別記様式  省略】  


